
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
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第１ボディーと、
前記第１ボディーにスライド可能に設置される第２ボディーと、
前記第１ボディーと前記第２ボディーとの間に設置されたスライド装置であって、

外力の作用によって、前記第２ボディーが前記第１ボディーの第１部分の上をスライ
ドした後において、前記第２ボディーが前記第１ボディーの実質的な部分の上を自動的に
スライドするように、前記第１ボディーに対する第２ボディーのスライド移動を案内し、

前記第２ボディー内の細長空間として形成された細長レールであって、前記第２ボデ
ィーが前記第１ボディーの上を第１方向にスライドすることを可能にする、細長レールと
、

前記第１ボディーに固定された弾力性ガイド部材であって、前記レールに係合し、前
記第２ボディーの前記第１方向へのスライド移動を案内する、弾力性ガイド部材と、

前記レールと前記ガイド部材との間に設置された付勢スライド部材であって、前記付
勢スライド部材は、前記弾力性ガイド部材にスライド可能に密着して係合し、前記弾力性
ガイド部材の第１部分が前記スライド部材の第１部分と反対側にスライドされるにつれて
前記弾力性ガイド部材が弾性的に変形され、前記付勢スライド部材は、細長板の形で前記
細長空間内部に位置しており、前記付勢スライド部材の前記第１部分は、前記細長空間の
第１端部に位置する前記細長板の第１端部と、前記細長空間の第２端部に位置する前記細
長板の第２端部との間の頂点を表し、前記付勢スライド部材の第１部分は、前記細長空間



　　
　
【請求項２】
　
　
　

　
【請求項３】
　

【請求項４】
　

【請求項５】
　

【請求項６】
　

【請求項７】
　

【請求項８】
　
【請求項９】
　
　
　

　
【請求項１０】
　

【請求項１１】
　

【請求項１２】
　
【請求項１３】
　
【請求項１４】
　

【請求項１５】
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の幅を狭める、付勢スライド部材と
を備えている、スライド装置と

を備えている、スライド型携帯端末機。

前記ガイド部材は、
前記第１ボディーに固定される固定部材と、
前記固定部材によって支持された弾力性部材であって、、前記スライド部材に係合され

るように前記レールの内部に挿入される、弾力性部材と
を備えている、請求項１に記載の端末機。

前記弾力性部材は、前記固定部材に巻きつく付勢部材の形状で形成されている、請求項
２に記載の端末機。

前記弾力性部材は、前記スライド部材の第１面に係合するように構成されている第１テ
ーパ形状部を含む、請求項３に記載の端末機。

少なくとも２つのスライド部材をさらに備えており、第１スライド部材は、細長配置で
前記レールの第１内側と面して設置されており、第２スライド部材は、細長配置で前記レ
ールの第２内面と面して設置されており、前記ガイド部材は、前記第１スライド部材と前
記第２スライド部材との間に設置されている、請求項２に記載の端末機。

前記弾力性部材は、前記第１スライド部材と前記第２スライド部材とに第１面で係合す
るように構成されている第１テーパ形状部と第２テーパ形状部とを含む、請求項５に記載
の端末機。

前記スライド部材は、前記レールの幅が変化し得るように折曲されている、請求項２に
記載の端末機。

前記スライド部材は、複数の折曲部を有している、請求項７に記載の端末機。

前記スライド部材は、
前記レールの外側に向かって凸状に折曲されている第１折曲部と、
前記第１折曲部の両側において前記レールの内側に向かって凸状に折曲されている１対

の第２折曲部と
を備えている、請求項８に記載の端末機。

前記第２ボディーが前記第１ボディーを完全に覆ったときにおいて、前記ガイド部材が
前記第１折曲部に位置する、請求項９に記載の端末機。

前記スライド部材は、前記第１折曲部に近い一面に接して前記ガイド部材に向かってテ
ーパされた形状になっている、請求項９に記載の端末機。

前記複数の折曲部は、同一の折曲角度を有している、請求項８に記載の端末機。

前記スライド部材は、径方向対称構造を有している、請求項８に記載の端末機。

前記弾力性部材と前記スライド部材とのうちの少なくとも一つは、潤滑膜で覆われてお
り、前記潤滑膜において、前記弾力性部材の面と前記スライド部材の面とが連結する、請
求項２に記載の端末機。



　

【請求項１６】
　
　
　

　

　
【請求項１７】
　

【請求項１８】
　
　
　

　
【請求項１９】
　

　

　

　

　
【請求項２０】
　

【請求項２１】
　

【請求項２２】
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前記潤滑膜は、金属とテフロン（登録商標）とのうちの少なくとも１つから形成されて
いる、請求項１４に記載の端末機。

前記ガイド部材は、
前記第１ボディーに固定されるコネクターと、
第１部材および第２部材であって、前記コネクターにそれぞれスライド可能に連結され

ていて、前記スライド部材と接触するように前記レールに挿入される、第１部材および第
２部材と、

前記第１部材と第２部材との間に設置された付勢部材であって、前記第１部材と前記第
２部材とが設定距離を超えて互いに押し寄せられるのを防ぐように、前記第１部材と前記
第２部材との間に弾性力を提供する、付勢部材と

を備えている、請求項１に記載の端末機。

前記コネクターは、前記付勢部材を収容する細長空間を備えている、請求項１６に記載
の端末機。

前記第１部材と前記第２部材とは、それぞれ、
前記付勢部材の一端部を支持するシートを有する支持部と、
前記支持部から延びているスタッド部であって、前記付勢部材に係合する、スタッド部

と
を備えている、請求項１７に記載の端末機。

携帯端末機の第１ボディーと第２ボディーとをスライド可能に連結するスライド装置で
あって、

前記第１ボディーの第１面に形成された細長グルーブであって、深さと、長さと、幅と
を有している、細長グルーブと、

前記細長グルーブにはまるように構成されたＶ字型の第１細長板であって、前記Ｖ字型
の第１細長板は、前記細長グルーブの第１端部と第２端部とに対応する第１端部と第２端
部と、前記細長グルーブの第１セクションに対応する第１テーパ形状部であって、前記第
１テーパ形状部において狭まる第１通路を形成するように前記細長グルーブの第１端部と
第２端部との間に位置している、第１テーパ形状部とを有している、Ｖ字型の第１細長板
と、

前記第２ボディーから突出しているガイド部材であって、前記ガイド部材が前記第１テ
ーパ形状部の方向にスライドするときにおいて前記ガイド部材にさらなる抵抗が作用し、
前記ガイド部材が前記第１テーパ形状部から離れる方向にスライドするときにおいて前記
ガイド部材により少ない抵抗が作用するように、前記第１通路においてスライドしている
間において前記Ｖ字型の第１細長板にスライド可能に係合するように構成されている、ガ
イド部材と

を備えている、スライド装置。

前記ガイド部材は、前記第１通路内で前記第１テーパ形状部をスライドして通過する間
において変形し得るように、弾力性を有する、請求項１９に記載のスライド装置。

前記Ｖ字型の第１細長板は、前記ガイド部材が前記第１通路内で前記第１テーパ形状部
をスライドして通過するときにおいて前記第１通路の幅が広くなるように変形するように
、弾力性を有する、請求項１９に記載のスライド装置。

前記細長グルーブにはまるように構成されたＶ字型の第２細長板であって、前記Ｖ字型
の第２細長板は、前記Ｖ字型の第１細長板と対向しており、前記Ｖ字型の第１細長板と前
記Ｖ字型の第２細長板との間に第２通路が形成されるように、前記Ｖ字型の第１細長板の



【請求項２３】
　

【請求項２４】
　

【請求項２５】
　

【請求項２６】
　

【請求項２７】
　
　
　

　

　
【請求項２８】
　

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、携帯端末機に係るもので、特に、スライド方式で相互連結される本体とカバ
ーを有するスライド型携帯端末機に関するものである。
【背景技術】
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第１テーパ形状部に対応する第２テーパ形状部を有しており、前記ガイド部材が、前記第
２通路内でスライドしながら前記Ｖ字型の第１板と前記Ｖ字型の第２板とにスライド可能
に係合し得るように、前記第２通路が、前記第１テーパ形状部と前記第２テーパ形状部と
において狭くなっている、Ｖ字型の第２細長板をさらに備える、請求項１９に記載のスラ
イド装置。

前記ガイド部材が前記第１テーパ形状部と前記第２テーパ形状部とに向かってスライド
するときにおいて、前記ガイド部材にさらなる抵抗が作用する、請求項２２に記載のスラ
イド装置。

前記ガイド部材が前記第１テーパ形状部と前記第２テーパ形状部とから離れる方向にス
ライドするときにおいて、前記ガイド部材により少ない抵抗が作用する、請求項２２に記
載のスライド装置。

前記ガイド部材は、前記第２通路内で前記第１テーパ形状部と前記第２テーパ形状部と
をスライドして通過しながら変形し得るように弾力性を有する、請求項２２に記載のスラ
イド装置。

前記Ｖ字型の第１細長板と前記Ｖ字型の第２細長板とのうちの少なくとも１つは、前記
ガイド部材が前記第２通路内で前記第１テーパ形状部と前記第２テーパ形状部とをスライ
ドして通過するときにおいてより幅の広い通路を提供するように変形するように、弾力性
を有する、請求項１９に記載のスライド装置。

カバーを携帯端末機の前面にスライド可能に連結させるシステムであって、
前記カバーの内面に細長空間として形成されたレール部材と、
前記携帯端末機の前面に固定される第１部と、前記第１部に脱着自在に連結された第２

部であって、第１テーパ形状部を備えている、第２部とを備えているガイド部材と、
細長板の形状のスライド部材であって、前記スライド部材は、幅および長さを有してお

り、前記細長板の幅が前記細長空間の深さに対応して前記細長板の第１端部が前記細長空
間の第１端部に対応して前記細長板の第２端部が前記細長空間の第２端部に対応するよう
に、前記細長空間内で前記レール部材にはまるように構成されており、前記スライド部材
が前記レール部材の内部に位置するときにおいて、前記細長板の長さが、前記細長空間の
長さを横切って長手方向に前記細長空間を第１側と第２側とに分けるように、前記細長板
が、前記細長板の第１端部と第２端部との間に頂点を形成するように第１の部分において
折り曲げられており、前記第１側は前記頂点の上部を含み、前記第２側は前記頂点の下部
を含み、前記ガイド部材が前記レールの内部に挿入されるときにおいて、前記ガイド部材
が前記レールの長さ方向に沿ってスライドするときにおいて前記第１テーパ形状部が前記
頂点と接触するように、前記第２部が前記第１側で前記スライド部材に係合する、スライ
ド部材と

を備えている、システム。

前記第１テーパ形状部が前記頂点に接触するときにおいて、前記携帯端末機の前面に沿
った前記カバーのスライド移動に抗する最大の抵抗が作用する、請求項２７に記載のシス
テム。



【０００２】
　一般に、携帯端末機は、バー型（ｂａｒ　ｔｙｐｅ）、フリップ型（ｆｌｉｐ　ｔｙｐ
ｅ）及び折り畳み型（ｆｏｌｄｅｒ　ｔｙｐｅ）のような多様なタイプに分類される。且
つ、最近の携帯端末機は、画像撮影機能及び無線インターネット機能の導入により、多様
な情報が画像で表示される液晶画面のサイズをより大きくすることが必要になっている。
【０００３】
　しかしながら、バー型またはフリップ型携帯端末機の場合、比較的に大きい液晶画面を
装着するためには携帯端末機全体のサイズが大きくなるという短所があり、折り畳み型携
帯端末機の場合は、携帯端末機の全体サイズの半分以下の液晶画面しか収容し得ないとい
う短所がある。
また、図３８及び図３９に示にされたように、従来の携帯端末機においては、通信制御を
担当する回路部（図示せず）、情報が入力される複数のキー２１、使用者の音声信号が入
力される送信部２２、及び通信用電波を送受信するアンテナ２３を備える本体２０と、該
本体２０にスライド可能に装着され、画像情報が表示される液晶画面１１、及び相手の音
声信号が使用者に伝達される受話部１２を備えるカバー１０と、前記本体２０の一方側に
着脱自在に装着されて電源を供給するバッテリー２４と、から構成される。
【０００４】
　また、図４０に示されたように、前記カバー１０の前記本体２０と対向する面には１対
の突起１８がそれぞれ突成され、前記本体２０の前記カバー１０と対向する面には前記カ
バー１０のスライド方向に延長されて前記カバー１０の突起１８がそれぞれスライド可能
に挿入係合される案内溝２５が形成されている。
【０００５】
　このように構成されることで、使用者が前記カバー１０を前記本体２０から上下方向に
スライドさせると、前記突起１８が前記案内溝２５に沿って移動し、よって、前記カバー
１０により前記本体２０の前方側が開放または覆蓋されるようになる。
【０００６】
　しかしながら、従来の携帯端末機は、前記本体２０の前方側を開放または覆蓋する場合
、前記カバー１０を前記本体２０の前方側が完全に開放されるまで押すか、または前記カ
バー１０を前記本体２０の前方側が完全に覆蓋されるまで引くようになるため、不便であ
った。
【０００７】
　つまり使用者は、両手を使用して片手では前記本体２０をつかみ、他の片手で前記カバ
ー１０を押すか引くようになるため、煩雑であった。
【０００８】
　また、前記本体２０の案内溝２５は、前記カバー１０の対向面に形成されるため、前記
本体２０の前方側が開放される場合、前記案内溝２５が外部に露出され、よって、前記案
内溝２５の内部に外部の異質物が入りやすく製品破損の恐れがあるという不具合のがあっ
た。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００９】
　本発明は、このような従来技術の問題点を解決するために提案されたもので、本発明の
目的は、カバーをスライド移動して本体を開閉する場合、カバーをカバーの全体　移動ル
ートの一部だけ移動させても、残りの移動ルートはカバーが自ら移動することにより、本
体の開閉動作を便利に遂行し得る携帯端末機及びそれに使用されるスライド装置を提供す
ることにある。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　このような目的を達成するための本発明に係る携帯端末機は、第１ボディーと、前記第
１ボディーにスライド可能に設置される第２ボディーと、前記第１ボディーと前記第２ボ
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ディーとの間に設置され、前記第２ボディーのスライド移動を案内するとともに、前記第
２ボディーが前記第１ボディーの所定位置を過ぎた以後から、前記第２ボディーが前記第
１ボディーの特定区間の間自動にスライドされるようにするスライド装置と、を包含して
構成されることを特徴とする。
【００１１】
　また、前記スライド装置は、前記第２ボディーにスライド方向に沿って所定幅及び深さ
に形成されるレールと、前記第１ボディーに固定され、前記レールと連結されて前記第２
ボディーのスライド移動を案内するように、弾性力を有したガイド部材と、前記レールと
前記ガイド部材との間に設置され、前記レールの移動に従って所定区間の間前記ガイド部
材の弾性力を変化させるスライド部材と、から構成されることを特徴とする。
【００１２】
　また、前記レールは、内部に前記第２ボディーのスライド方向に延長形成される空間を
有し、前記スライド部材は、前記レールの内部に設置されて前記第２ボディーのスライド
方向に沿って前記レールの幅を変化させる板状に形成されることを特徴とする。
【００１３】
　また、前記ガイド部材は、前記第１ボディーに固定されるコネクターと、該コネクター
に支持され、前記スライド部材と当接するように前記レールの内側に挿入される弾性部材
と、から構成されることを特徴とする。
【００１４】
　また、前記弾性部材は、前記コネクターの一側に突出される突条に巻かれて固定される
板スプリング形状に形成されることを特徴とする。
【００１５】
　このような本発明の目的を達成するための本発明に係る携帯端末機のスライド装置は、
携帯端末機の第１ボディー及び第２ボディーとをスライド可能に連結する携帯端末機のス
ライド装置であって、前記第１ボディーの一面に形成され、所定深さ、長さ及び幅を有す
るグルーブと、前記グルーブの内側に挿合され、前記グルーブとの間で幅が減少する第１
通路が形成されるように折曲される第１折曲部を有したＶ字型の第１板と、前記第２ボデ
ィーに固定されて前記第１板とスライド可能に接触され、前記グルーブ内でスライドされ
ながら、前記第１折曲部に向かう間にスライド方向の反対方向の抵抗を受け、前記第１折
曲部から遠ざかるときはスライド方向の力を受けるガイド部材と、を包含して構成される
ことを特徴とする。
【００１６】
　また、本発明の目的を達成するための本発明に係る携帯端末機のスライド装置は、カバ
ーを携帯端末機の前方にスライド可能に連結させる携帯端末機のスライド装置であって、
前記カバーの内面に該カバーのスライド方向に延長形成された空間状のレールと、前記携
帯端末機の前方に固定される第１部、該第１部に脱着自在に設置され、テーパ形状の縁部
を有して第２部から形成されるガイド部材と、板状に形成されて前記レールの内部に挿入
されることで折曲される折曲部を有したスライド部材と、を含んで構成され、前記ガイド
部材が前記レールの内部に挿入される時、前記ガイド部材の第２部の縁部は、前記折曲部
に接触され、前記ガイド部材は、前記スライド部材の長さ方向にスライドされることを特
徴とする。
【００１７】
　従って、一つの局面において、本発明は、
第１ボディーと、
前記第１ボディーにスライド可能に設置される第２ボディーと、
前記第１ボディーと前記第２ボディーとの間に設置され、前記第２ボディーのスライド移
動を案内するとともに、前記第２ボディーが前記第１ボディーの所定位置を過ぎた以後か
ら、前記第２ボディーが前記第１ボディーの特定区間の間自動にスライドされるようにす
るスライド装置と、
を含んで構成されることを特徴とする携帯端末機に関する。
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【００１８】
　一つの実施形態において、前記スライド装置は、
前記第２ボディーにスライド方向に沿って所定幅及び深さに形成されるレールと、
前記第１ボディーに固定され、前記レールと連結されて前記第２ボディーのスライド移動
を案内するように弾性力を有したガイド部材と、
前記レールと前記ガイド部材との間に設置され、前記レールの移動に従って所定区間の間
前記ガイド部材の弾性力を変化させるスライド部材と、から構成されることを特徴とする
。
【００１９】
　好ましい実施形態において、前記レールは、内部に前記第２ボディーのスライド方向に
延長形成される空間を有して形成され、前記スライド部材は、前記レールの内部に設置さ
れて、前記第２ボディーのスライド方向に沿って前記レールの幅を変化させる板状に形成
されることを特徴とする。
【００２０】
　より好ましい実施形態において、前記ガイド部材は、
前記第１ボディーに固定されるコネクターと、
該コネクターに支持され、前記スライド部材に当接されるように前記レールの内部に挿入
される弾性部材と、から構成されることを特徴とする。
【００２１】
　より好ましい実施形態において、前記弾性部材は、前記コネクターの一側に突出される
突条に巻かれて固定される板スプリング形状に形成されることを特徴とする。
【００２２】
　より好ましい実施形態において、前記弾性部材は、前記スライド部材と実質的に線接触
するように前記スライド部材に向かって折曲部が形成されることを特徴とする。
【００２３】
　別の好ましい実施形態において、前記スライド部材は、１対で構成されて前記レールの
両側に対向するように設置され、前記ガイド部材は、前記１対のスライド部材間に配置さ
れることを特徴とする。
【００２４】
　より好ましい実施形態において、前記弾性部材は、前記１対のスライド部材にそれぞれ
線接触するように前記１対のスライド部材に向かって折曲部が形成されることを特徴とす
る。
【００２５】
　別の好ましい実施形態において、前記スライド部材は、前記レールの幅が変化するよう
に折曲されることを特徴とする。
【００２６】
　より好ましい実施形態において、前記スライド部材が折曲される折曲部は、複数形成さ
れることを特徴とする。
【００２７】
　より好ましい実施形態において、前記スライド部材は、
前記レールの外側に向かって凸状に折曲される第１折曲部と、
前記第１折曲部の両側から前記レールの内側に向かって凸状に折曲される１対の第２折曲
部と、を含むことを特徴とする。
【００２８】
　より好ましい実施形態において、前記第２ボディーが前記第１ボディーを完全に覆った
状態で、前記ガイド部材は、前記第１折曲部に位置することを特徴とする。
【００２９】
　より好ましい実施形態において、前記スライド部材は、前記第１折曲部と隣接する前記
ガイド部材の一面に向かってテーパされた形状に形成されることを特徴とする。
【００３０】
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　より好ましい実施形態において、前記複数の折曲部の折曲角度は、相互同様であること
を特徴とする。
【００３１】
　より好ましい実施形態において、前記複数の折曲部の折曲角度は、相違することを特徴
とする。
【００３２】
　別の好ましい実施形態において、前記弾性部材及び前記スライド部材の少なくともいず
れか一方には、前記弾性部材と前記スライド部材間の潤滑のための潤滑膜が形成されるこ
とを特徴とする。
【００３３】
　より好ましい実施形態において、前記潤滑膜は、金属またはテフロン（登録商標）から
なることを特徴とする。
【００３４】
　別の好ましい実施形態において、前記ガイド部材は、
前記第１ボディーに固定されるコネクターと、
前記コネクターにそれぞれスライド可能に連結され、前記スライド部材と接触するように
前記レールの内側に挿入される第１及び第２部材と、
前記第１部材と第２部材間に配置され、前記第１及び第２部材が設定距離以内に相互隣接
しないようにそれら第１部材と第２部材間に弾性力を与えるスプリングと、から構成され
ることを特徴とする。
【００３５】
　より好ましい実施形態において、前記コネクターには、前記第１及び第２部材のスライ
ド方向に沿って前記第１及び第２部材がスライド可能に挿入されるスロットが形成される
ことを特徴とする。
【００３６】
　より好ましい実施形態において、前記第１及び第２部材は、
一側に前記スプリングの両端がそれぞれ支持されるスプリングシートを有するスプリング
支持部と、
前記スプリング支持部から前記コネクターに向かって延長されるスタッド部と、
前記スタッド部の一端から該スタッド部より大きい幅に拡大され、前記コネクターのスロ
ットに挿入される挿入部と、をそれぞれ含むことを特徴とする。
【００３７】
　別の局面において、本発明は、携帯端末機の第１ボディーと第２ボディーとをスライド
可能に連結する携帯端末機のスライド装置であって、
前記第１ボディーの一面に形成され、所定深さ、長さ及び幅を有するグルーブと、
前記グルーブの内側に挿合され、前記グルーブとの間で幅が減少する第１通路が形成され
るように折曲される第１折曲部を有したＶ字型の第１板と、
前記第２ボディーに固定されて前記第１板とスライド可能に接触され、前記グルーブ内で
スライドされながら、前記第１折曲部に至る間にスライド方向の反対方向の抵抗を受け、
前記第１折曲部から遠ざかるときはスライド方向の力を受けるガイド部材と、
を含んで構成されることを特徴とする携帯端末機のスライド装置に関する。
【００３８】
　一つの実施形態において、前記ガイド部材は、前記第１通路内で前記第１折曲部を通過
するとき弾力的に変形されるように弾性を有することを特徴とする。
【００３９】
　別の実施形態において、前記第１板は、前記ガイド部材が前記第１通路内で前記第１折
曲部を通過する時、前記第１通路の幅が広くなるように、弾性を有することを特徴とする
。
【００４０】
　別の実施形態において、前記グルーブの内部で前記第１板と対向し、該前記第１板との

10

20

30

40

50

(8) JP 3944506 B2 2007.7.11



間で幅が減少される第２通路が形成されるように、前記第１板の第１折曲部と対応する位
置で折曲される第２折曲部を有したＶ字型の第２板がさらに含まれることを特徴とする。
【００４１】
　好ましい実施形態において、前記ガイド部材が前記第１及び第２折曲部に向かってスラ
イドされる時、前記ガイド部材にはスライド方向の反対方向に抵抗が作用することを特徴
とする。
【００４２】
　別の好ましい実施形態において、前記ガイド部材が前記第１及び第２折曲部から遠い方
向にスライドされる時、前記ガイド部材にはスライド方向に力が作用することを特徴とす
る。
【００４３】
　別の好ましい実施形態において、前記ガイド部材は、前記第２通路内で前記第１及び第
２折曲部を通過しながら弾力的に変形するように弾性を有することを特徴とする。
【００４４】
　別の好ましい実施形態において、前記第１及び第２板は、前記ガイド部材が前記第２通
路内で前記第１及び第２折曲部を過ぎる時、前記第２通路の幅が広くなるようにそれぞれ
弾性を有することを特徴とする。
【００４５】
　別の局面において、本発明は、カバーを携帯端末機の前方にスライド可能に連結させる
携帯端末機のスライド装置であって、
前記カバーの内面に該カバーのスライド方向に延長形成された空間状のレールと、
前記携帯端末機の前方に固定される第１部並びに、該第１部に脱着自在に設置され、テー
パ形状の縁部を有する第２部から形成されたガイド部材と、
板状に形成されて前記レールの内部に挿入されることで、折曲される折曲部を有するスラ
イド部材と、を含んで構成され、
前記ガイド部材が前記レールの内部に挿入される時、前記ガイド部材の第２部の縁部は、
前記折曲部に接触され、前記ガイド部材は、前記スライド部材の長さ方向にスライドされ
ることを特徴とする。
【００４６】
　一つの実施形態において、前記ガイド部材の第２部の縁部が前記スライド部材の折曲部
の頂点に接触する時、前記カバーには前記カバーがスライドされる方向の反対方向に最大
の抵抗が作用することを特徴とする。
【発明の効果】
【００４７】
　本発明に係る携帯端末機は、カバーを本体から所定位置まで移動させると、その以後か
らはカバーが自ら移動して本体を開放または覆蓋させるので、カバー及び本体をスライド
移動させる動作が便利であるという利点がある。また、使用者がカバーを移動させる距離
が短くなるので、片手でも充分に本体を開放または覆蓋させる動作を容易に遂行し得ると
いう利点がある。一方、本発明の各実施例で独立的に説明した携帯端末機の技術的思想は
、相互組み合わせて適用することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００４８】
　以下、図面に基づいて本発明の望ましい実施形態に対して説明する。
【００４９】
　第１実施形態
　以下、図１ないし図９に基づいて本発明に係る第１実施形態の携帯端末機に対して説明
する。
【００５０】
　図１に示されたように、本発明に係る第１実施形態のスライド型携帯端末機は、本体と
しての第１ボディー１２０と、該本体１２０にスライド可能に結合され、前記本体１２０
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の前方側を覆蓋または開放するカバーとしての第２ボディー１１０と、前記本体１２０と
前記カバー１１０間に設置され、前記カバー１１０を前記本体１２０にスライド可能に連
結する連結ユニット１７０と、前記本体１２０と前記カバー１１０間に設置されることで
、前記カバー１１０のスライド移動を案内するとともに、前記カバー１１０が前記本体１
２０からスライドされて所定位置に到達した場合、前記カバー１１０が自動に進行するよ
うに前記カバー１１０に力を与えるように該カバー１１０に形成されたスライド装置１３
０と、を包含して構成される。
【００５１】
　かつ、前記本体１２０は、内部に通信を制御する回路部（図示せず）が収容された本体
ハウジング１２６と、該本体ハウジング１２６から延長形成されて通信用電波を送受信す
るアンテナ１２３と、前記本体ハウジング１２６の外部に露出されて使用者の情報が入力
される複数のキー１２１と、使用者の音声信号が入力される送話部１２２と、前記ハウジ
ング１２６の後方側に着脱自在に装着されて電源を供給するバッテリー１２４と、を包含
して構成される。
【００５２】
　また、前記カバー１１０は、外観をなすカバーハウジング１１１と、前記カバーハウジ
ング１１１の一側に設置されて画像情報が表示されるディスプレー部（図示せず）と、使
用者に音声信号を伝達する受話部（図示せず）と、を包含して構成される。
【００５３】
　ここで、前記本体１２０及び前記カバー１１０は、ＦＰＣＢ（ｆｌｅｘｉｂｌｅ　ｐｒ
ｉｎｔｅｄ　ｃｉｒｃｕｉｔ　ｂｏａｒｄ）により相互電気的に連結されることで、それ
ら本体１２０とカバー１１０との対向面にはＦＰＣＢの通過する貫通孔１２８、１１４が
それぞれ形成されている。
【００５４】
　前記連結ユニット１７０は、前記カバー１１０の前記本体１２０に対向する面に形成さ
れ、前記カバー１１０のスライド方向に延長形成された案内グルーブ１７１と、該案内グ
ルーブと対向する前記本体１２０の上面に固定され、前記案内グルーブ１７１に係合され
ることで、前記カバー１１０を前記本体１２０に連結させる連結部材１７２と、から構成
される。
【００５５】
　また、図２に示されたように、前記案内グルーブ１７１は、前記カバーハウジング１１
１に貫通形成され、前記連結部材１７２は、前記本体ハウジング１２６び表面に固定され
て前記案内グルーブ１７１方向に延長された支持部１７６と、該支持部１７６の一方端に
形成されて弾性変形されながら前記案内グルーブ１７１に係合されるヘッド部１７４と、
からなる。ここで、前記ヘッド部１７４は、前記案内グルーブ１７１に係合される方向の
幅が減少されるように形成され、前記案内グルーブ１７１からの離脱を防止するためのス
テップ１７３と、その中央に挿入されて前記ヘッド部１７４の弾性変形を可能にするスロ
ット１７５とが形成される。
【００５６】
　このとき、前記連結ユニット１７０は、このような構成に限定されず、前記案内グルー
ブ１７１を前記本体ハウジング１２６に形成し、前記連結部材１７２を前記カバー１１０
に形成することもできる。
【００５７】
　また、図３に示されたように、前記スライド装置１３０は、前記カバーハウジング１１
１の内側に形成され、前記カバー１１０のスライド方向に延長された空間状のレール１３
２と、前記本体ハウジング１２６に固定され、前記レール１３２の内側にスライド可能に
挿入されて前記カバー１１０のスライドを案内する、弾性力を有したガイド部材１３４と
、前記レール１３２と前記ガイド部材１３４間に設置され、前記レール１３２の移動に従
って前記ガイド部材１３４が弾性力により自ら移動するように所定区間の間該ガイド部材
１３４の弾性力を変化させるスライド部材１３７と、を包含して構成される。
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【００５８】
　また、図４に示されたように、前記レール１３２は、複数のプレート１３２ａによりが
相互結合されることで、一側が開放された直六面体形状に形成される。
【００５９】
　また、図５に示されたように、前記スライド部材１３７は、前記レール１３２の内部空
間内に設置されて前記カバー１１０のスライド方向に沿って前記レール１３２の幅を変化
させるように該レール１３２の内側方向に突出折曲される折曲部１３７ａを有したほぼＶ
字型の板状に形成される。前記スライド部材１３７は、両側に前記レール１３２の内側面
に固定される固定部１３７ｃと前記レール１３２の内側面に勾配を有する傾斜面１３７ｂ
とを有する。
【００６０】
　図６に図示されたように、前記ガイド部材１３４は、前記本体ハウジング１２６に固定
されるコネクター１３５と、該コネクター１３５に支持されて前記スライド部材１３７と
前記レール１３２の内壁間に介在され、前記レール１３２が移動する場合、該レール１３
２の幅の変化により弾性変形される弾性部材１３６と、から形成される。
【００６１】
　且つ、前記コネクター１３５は、前記本体ハウジング１２６に固定するための締結ホー
ル１３５ｂが形成された固定板１３５ａと、該固定板１３５ａから突出されて前記弾性部
材１３６が支持される突条１３５ｃと、から形成される。ここで、前記本体ハウジング１
２６には前記固定板１３５ａの締結ホール１３５ｂと連結される締結ホール１２７（図１
参照）が形成され、締結手段が前記本体ハウジング１２６及び前記固定板１３５ａの各締
結ホール１２７、１３５ｂに挿入されることにより前記固定板１３５ａが前記本体ハウジ
ング１２６に結合される。ここで、前記固定板１３５ａと前記本体ハウジング１２６との
結合構造は、前述した構造に限らず、溶接などの他の方法を適用することもできる。
【００６２】
　また、前記弾性部材１３６は、両端１３６ｂが前記コネクター１３５の突起１３５ｃに
巻かれることで、前記コネクター１３５に脱着自在に係合固定される板スプリング　形状
に形成される。且つ、前記弾性部材１３６は、前記スライド部材１３７との摩擦抵抗を減
らすために、前記スライド部材１３７と実質的に線接触されるように前記スライド部材１
３７に向かって折曲部１３６ａが折曲形成される。
【００６３】
　ここで、前記弾性部材１３６は、前記レール１３２と前記スライド部材１３７間に挿入
され、前記折曲部１３６ａが前記スライド部材１３７に常に接触された状態で前記レール
１３２及びスライド部材１３７に沿って移動しながら弾性変形される。
【００６４】
　ここで、前記スライド部材１３７及び前記弾性部材１３６は常に接触された状態でスラ
イドされるため、前記スライド部材１３７及び前記弾性部材１３６の少なくとも一方には
潤滑のための潤滑膜が形成されることが望ましく、このような潤滑膜は、金属またはテフ
ロン（登録商標）からなることが望ましい。
【００６５】
　一方、このようなスライド装置１３０は、前述したような構成に限らず、前記レール１
３２を前記本体ハウジング１２６に設置し、前記ガイド部材１３４を前記カバー１１０に
固定することもできる。
【００６６】
　以下、図７ないし図９に基づいて、本発明に係る携帯端末機の第１実施形態のスライド
装置１３０に対する動作を説明する。
【００６７】
　図７に図示されたように、前記本体１２０の前方側を開放または覆蓋する場合、使用者
が前記カバー１１０を前記本体１２０からスライド移動させる。この時、前記レール１３
２が停止された状態の前記ガイド部材１３４を基準に移動すると、前記ガイド部材１３４
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の弾性部材１３６は、前記レール１３２と前記スライド部材１３７間の幅によって次第に
収縮される。
【００６８】
　且つ、図８に示されたように、前記レール１３２が該レール１３２と前記スライド部材
１３７間の幅が最小になる位置、つまり、前記スライド部材１３７の折曲部１３７ａの位
置を通過すると、前記レール１３２と前記スライド部材１３７間の幅が次第に大きくなる
。
【００６９】
　従って、図９に示されたように、収縮された前記弾性部材１３６自身の弾性復元力が発
生し、弾性復元力による反発力によって、前記スライド部材１３７には前記レール１３２
のスライド方向に力が作用し、よって、前記レール１３２は、使用者の作用力なしに自ら
スライド移動される。
【００７０】
　従って、使用者が前記カバー１１０を前記レール１３７の折曲部１３７ａと前記弾性部
材１３６の折曲部１３６ａとが相互接触する位置まで移動させると、その位置以後からは
前記カバー１１０が前記本体１２０から自らスライド移動し、前記本体１２０の前方側が
開放または覆蓋される。
【００７１】
　つまり、本発明に係る携帯端末機の第１実施形態は、前記カバー１１０を前記本体１２
０から所定位置まで移動させることで、その以後からは前記カバー１１０が自動に移動し
て前記本体１２０を開放または覆蓋させるようになるため、前記カバー１１０及び前記本
体１２０のスライド移動動作が便利であるという利点がある。また、使用者が前記カバー
１１０を移動させる距離が短縮されるため、片手でも充分に前記本体１２０を開放または
覆蓋し得る動作を容易に遂行することができるという利点がある。
【００７２】
　第２実施形態
　以下、図１０ないし図１８に基づいて、本発明に係る携帯端末機の第２実施形態にに対
して説明するが、第１実施形態と同様な部分は同一符号を付与してその説明を省略する。
【００７３】
　図１０に示されたように、本発明に係る携帯端末機の第２実施形態においては、カバー
１１０が本体１２０からスライドされて所定位置以上移動した場合、前記カバー１１０が
自ら進行するように前記カバー１１０に外力を与えるスライド装置２３０が、前記カバー
１１０の一方側にのスライド方向に延長形成されたレール２３２と、前記本体１２０に固
定され、前記レール２３２の内側の幅中央にスライド可能に係合されることで前記カバー
１１０のスライドを案内するとともに、弾性力を有したガイド部材２３４と、前記レール
２３２と前記ガイド部材２３４間に設置され、前記レール２３２の移動によって所定区間
の間前記ガイド部材２３４の弾性力を変化させる１対のスライド部材２３７と、を包含し
て構成されている。
【００７４】
　且つ、図１１に示されたように、前記レール２３２は、複数のプレート２３２ａが相互
結合されて一方側が開放された直六面体形状に形成される。
【００７５】
　また、図１２に示されたように、前記スライド部材２３７は、前記レール２３２の内部
両側に設置され、前記カバー１１０のスライド方向に沿って前記レール２３２の幅が変化
するように該レール２３２の内側方向に突出折曲される折曲部２３７ａと、該折曲部２３
７ａから延長されて両側に前記レール２３２の内側面とほとんど水平をなすように形成さ
れ、前記レール２３２の内面に固定される固定部２３７ｃと、該固定部２３７ｃと前記折
曲部２３７ａ間に延長され、前記レール２３２の内側に向かって所定角度の勾配を有する
傾斜面２３７ｂと、から形成される。
【００７６】

10

20

30

40

50

(12) JP 3944506 B2 2007.7.11



　また、図１３に示されたように、前記ガイド部材２３４においては、前記本体１２０に
固定される板状のコネクター２３５と、該コネクター２３５にそれぞれ対向してスライド
可能に支持される第１及び第２部材２３８、２３９と、それら第１及び第２部材２３８、
２３９間に配置され、それら第１及び第２部材２３８、２３９が設定された距離以内に相
互隣接されることを防止するために前記第１及び第２部材２３８、２３９の間に弾性力を
与えるスプリング２３６と、から構成される。
【００７７】
　つまり、前記コネクター２３５には、前記第１及び第２部材２３８、２３９がスライド
可能に固定されるスロット２３５ａ及び前記本体１２０に固定するための締結ホール２３
５ｄが形成される。前記スロット２３５ａは、前記コネクター２３５の内側に形成されて
前記第１及び第２部材２３８、２３９がスライドされる方向に延長され、それら前記第１
及び第２部材２３８、２３９の後述するスタッド部２３８ｆ、２３９ｆが挿入されるスタ
ッド部挿入部２３５ｂと、前記スタッド部挿入部２３５ｂより大きい幅に前記コネクター
２３５の内側に形成され、前記第１及び第２部材２３８、２３９の後述する各挿入部２３
８ｂ、２３９ｂがスライド可能に挿入される挿入溝２３５ｃと、からなる。
【００７８】
　前記第１部材２３８は、一方側に前記スプリング２３６の一端が支持されるようにスプ
リングシート２３８ｃが突成され、前記レール２３２（図１０参照）の内側に前記スライ
ド部材２３７と接触するように挿入されるスプリング支持部２３８ａと、該スプリング支
持部２３８ａから前記コネクター２３５方向に延長形成されたスタッド部２３８ｆと、該
スタッド部２３８ｆの下端から該スタッド部２３８ｆより大きい幅に形成されて前記コネ
クター２３５のスロット２３５ｃにスライド可能に挿入される挿入部２３８ｂと、前記ス
プリングシート２３８ｃの両側の前記スプリング支持部２３８ａから前記第２部材２３９
方向に延長され、先方端に係止突条２３８ｅが形成された連結ロード部２３８ｄと、から
構成される。
【００７９】
　また、前記第２部材２３９は、一側に前記スプリング２３６の他方端が挿入されるよう
にスプリングシート２３９ｃが突成されて前記レール２３２の内側の前記スライド部材２
３７と接触されるように形成されたスプリング支持部２３９ａと、該スプリング支持部２
３９ａの下方から前記コネクター２３５方向に延長されたスタッド部２３９ｆと、該スタ
ッド部２３９ｆの下端に該スタッド部２３９ｆより大きい幅に拡大され、前記コネクター
２３５のスロット２３５ｃにスライド可能に挿入される挿入部２３９ｂと、前記スプリン
グシート２３９ｃの両側の前記スプリング支持部２３９ａから前記第１部材２３８方向に
延長され、その先方端に前記第１部材２３８の係止突条２３８ｅと係合されるように係止
突条２３９ｅが形成された連結ロード部２３９ｄと、から構成される。
【００８０】
　ここで、前記第１及び第２部材２３８、２３９の各スプリング支持部２３８ａ、２３９
ａの前記スライド部材２３７と接触される面には、前記スライド部材２３７と　実質的に
線接触されるようにテーパ形状の縁部２３８ｇ、２３９ｇが形成されることが望ましい。
【００８１】
　また、図１４及び１５に図示されたように、前記ガイド部材２３４の第１及び第２部材
２３８、２３９は、スプリング２３６の弾性力及び外力により相互離隔される方向及び相
互隣接する方向に移動されるが、このとき、前記スプリング２３６の弾性力により前記第
１及び第２部材２３８、２３９が相互離隔される方向に移動する場合は、前記第１及び第
２部材２３８、２３９の係止突条２３８ｅ、２３９ｅが相互噛み合うようになって、前記
第１及び第２部材２３８、２３９が相互離脱されることが防止される。
【００８２】
　以下、図１６ないし図１８に基づいて本発明に係る携帯端末機の第２実施形態のスライ
ド装置２３０の動作に対して説明する。
【００８３】
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　図１６に図示されたように、前記本体１２０の前方側を開放または覆蓋させる場合、使
用者が前記カバー１１０を前記本体１２０からスライド移動させると、前記レール２３２
に停止された状態の前記ガイド部材２３４が移動される。次いで、前記レール２３２がず
っと移動すると、前記ガイド部材２３４の第１及び第２部材２３８、２３９は、前記スラ
イド部材２３７間の幅が減少されるようになるため、相互隣接した方向に移動され、前記
スプリング２３６は次第に収縮される。
【００８４】
　また、図１７に示されたように、前記レール２３２が移動して前記第１及び第２部材２
３８、２３９が、前記スライド部材２３７間の幅が最小になる位置、つまり、前記スライ
ド部材２３７の折曲部２３７ａの位置を通過すると、前記スライド部材２３７間の幅が次
第に大きくなる。
【００８５】
　従って、図１８に示されたように、収縮された前記スプリング２３６の弾性復元力によ
り前記第１及び第２部材２３８、２３９には相互離隔する方向に力が作用され、よって、
前記レール２３２には該レール２３２のスライド方向に力が作用されるため、そのレール
２３２は使用者の外力が作用しない状態でも自らスライド移動される。
【００８６】
　従って、使用者は前記カバー１１０を前記レール２３７の折曲部２３７ａと前記第１及
び第２部材２３８、２３９とが相互接触する位置まで移動させると、その以後は前記カバ
ー１１０が前記本体１２０から自らスライド移動されて前記本体１２０の前方側を開放ま
たは覆蓋させる。
【００８７】
　第３実施形態
　以下、図１９ないし図３０に基づいて本発明に係る携帯端末機の第３実施形態に対して
説明する。前述した実施形態と同様な部分に対しては同一符号を付与し、その説明を省略
する。
【００８８】
　図１９に示されたように、携帯端末機のカバー１１０が本体１２０からスライドされて
所定位置以上移動した場合、前記カバー１１０が自ら進行するように前記カバー１１０に
外力を作用させるスライド装置３３０は、前記カバー１１０の一方側に溝状の空間を有す
るように前記カバー１１０のスライド方向に形成されたレール３３２と、前記本体１２０
に固定されて前記レール３３２の内側の幅中央にスライド可能に挿入され、前記カバー１
１０のスライドを案内するように、弾性力を有したガイド部材３３４と、前記レール３３
２と前記ガイド部材３３４との間に設置され、前記レール３３２中で移動により所定区間
の間前記ガイド部材３３４の弾性力を変化させる一対のスライド部材３３７と、を包含し
て構成される。
【００８９】
　かつ、図２０に示されたように、前記レール３３２は、複数のプレート３３２ａが相互
結合されてその一側が開放された直六面体状に形成される。
【００９０】
　また、図２１に示されたように、前記スライド部材３３７は、前記レール３３２の内部
両面に設置され、前記カバー１１０のスライド方向に沿って前記レール３３２の幅が変化
するように複数の折曲部を有する板状に形成される。つまり、前記スライド部材３３７は
、その中心に近い辺が前記レール３３２の外側方向に凸状に折曲されて１対の第１傾斜面
３３７ｈ、３３７ｈを有する第１折曲部３３７ｃと、該第１折曲部３３７ｃの両側から前
記レール３３２の内側に向かって凸状に折曲されて１対の第２傾斜面３３７ｇ、３３７ｇ
をなす１対の第２折曲部３３７ｂ、３３７ｂと、それら第２折曲部３３７ｂ、３３７ｂの
両側で前記レール３３２の内側壁とほとんど平行な面を有するように、前記レール３３２
の内側壁に固定された一対の固定面３３７ｆ、３３７ｆをなす第３折曲部３３７ａ、３３
７ａと、から形成されする。
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【００９１】
　ここで、前記第１折曲部３３７ｃと隣接した第１傾斜面３３７ｈの前記ガイド部材３３
４方向に一面には前記ガイド部材３３４が任意に移動することを防止するための障害突起
３３７ｉが突成される。
【００９２】
　且つ、前記第１折曲部３３７ｃ及び前記第２折曲部３３７ｂ、３３７ｂのそれぞれの折
曲される角度は、それら折曲部の位置と関係があり、それら折曲部の折曲角度は、それぞ
れ同様または相違に形成することもできる。一方、前記スライド部材３３７の折曲部の個
数は、前述した構造に限定されるものはない。
【００９３】
　また、図２２に示されたように、前記ガイド部材３３４は、前記本体１２０に固定され
たコネクター３３５と、該コネクター３３５に支持されて前記スライド部材３３７間に介
在され、前記レール３３２が移動する場合、前記スライド部材３３７間の幅の変化によっ
て弾性変形される弾性部材３３６と、から構成される。
【００９４】
　前記コネクター３３５は、前記本体１２０に固定されるための締結ホール３３５ｂが形
成された固定板３３５ａと、該固定板３３５ａに突出されて前記弾性部材３３６を支持す
る突起３３５ｃと、から形成される。
【００９５】
　且つ、前記弾性部材３３６は、二つのコーナー３３６ｂが前記コネクター３３５の突起
３３５ｃに巻かれて固定され、他の二つのコーナー３３６ａは、前記スライド部材３３７
にそれぞれ線接触されるひし形の板状に形成される。前記弾性部材３３６は、前記スライ
ド部材３３７に接触された状態で前記レール３３２の移動により弾性変形される。
【００９６】
　一方、図２３及び図２４に図示されたように、前記ガイド部材３３４は、前記カバー１
１０が前記本体１２０を完全に覆う場合、前記スライド部材３３７の前記第１折曲部３３
７ｃ、つまり、第１傾斜面３３７ｈ間に位置され、前記スライド部材３３７の第１傾斜面
３３７ｈは、前記ガイド部材３３４方向にテーパされた形状に形成される。また、前記第
１傾斜面３３７ｈに形成される障害突起３３７ｉは、前記弾性部材３３６が容易に移動す
ることを防止する役割をする。
【００９７】
　以下、図２５ないし図３０に基づいて本発明に係る携帯端末機の第３実施形態のスライ
ド装置３３０の作用に対して説明する。
【００９８】
　図２５及び図２８に示されたように、前記カバー１１０が前記本体１２０を完全に覆っ
た場合、前記ガイド部材３３４は、前記スライド部材３３７の第１折曲部３３７ｃに位置
され、前記本体１２０の前方側を開放または覆蓋するために前記カバー１１０がスライド
する場合、前記レール３３２が矢印方向に移動する。
【００９９】
　つまり、図２６ないし図２９に示されたように、前記レール３３２が停止した状態で前
記ガイド部材３３４を基準に移動すると、前記ガイド部材３３４の弾性部材３３６は、前
記スライド部材３３７間の幅が減少するにつれて次第に収縮される。
【０１００】
　次いで、図２７ないし図３０に示されたように、前記レール３３２が前記スライド部材
３３７間の幅が最小になる位置、つまり、前記スライド部材３３７の第２折曲部３３７ｂ
の位置を通過すると、前記スライド部材３３７間の幅が次第に大きくなる。従って、収縮
された前記弾性部材３３６自体に弾性復元力が発生し、このような前記弾性部材３３６の
弾性復元力による反発力により前記スライド部材３３７には前記レール３３２のスライド
方向に力が作用される。よって、前記レール３３２は、使用者の外力が作用されない状態
でも自らスライド移動される。従って、使用者が前記カバー１１０を所定位置まで移動さ
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せると、その位置以後からは前記カバー１１０自信が前記本体１２０からスライド移動す
るようになり、前記本体１２０の前方側が開放または覆蓋される。
【０１０１】
　このように構成された、本発明に係る携帯端末機の第３実施形態の作用及び効果は、前
述した第２実施形態と実質的に同一である。
【０１０２】
　第４実施形態
　以下、図３１ないし図３７に基づいて本発明に係る携帯端末機の第４実施形態に対して
説明する。
【０１０３】
　図３１に図示されたように、本発明の第４実施形態に係る携帯端末機のカバー１１０が
本体１２０からスライドされて所定位置以上移動した場合、前記カバー１１０が自ら進行
するように前記カバー１１０に力が作用されるスライド装置４３０においては、前記カバ
ー１１０の一方側のスライド方向に延長形成されたレール４３２と、前記本体１２０に固
定され、前記レール４３２の内側の幅中央にスライド可能に挿入されて前記カバー１１０
のスライドを案内するガイド部材４３４と、前記レール４３２の内側に設置され、該レー
ル４３２の幅を変化させるとともに、前記レール４３２の移動によって所定区間の間弾性
変形されるスライド部材４３７と、を包含して構成される。
【０１０４】
　且つ、図３２に示されたように、前記レール４３２は、複数のプレート４３２ａが相互
結合され、その一側が開放された直六面体形状に形成される。
【０１０５】
　また、図３３に示されたように、前記スライド部材４３７は、前記レール４３２の内部
両側に設置され、前記カバー１１０のスライド方向に沿って前記レール４３２の幅が変化
するように前記レール４３２の内側方向に凸状に折曲される折曲部４３７ａを有する板状
に形成される。ここで、前記スライド部材４３７は、その両側に前記レール４３２の内面
に固定される固定部４３７ｃ及び前記レール４３２の内側に勾配を有した傾斜面４３７ｂ
が形成される。このようなスライド部材４３７は、外力が作用する場合は、前記傾斜面４
３７ｂと前記固定部４３７ｃとが相互一平面をなすように変形され、外力の作用が解除さ
れると、自体の弾性復元力により元来の状態を維持するようになる。
【０１０６】
　また、図３４に示されたように、前記ガイド部材４３４は、前記本体１２０に固定され
るコネクター４３５と、該コネクター４３５に支持され、前記スライド部材４３７間に介
在されて前記レール４３２が移動する場合、前記スライド部材４３７を弾性変形させる加
圧部材４３６と、から構成される。
【０１０７】
　ここで、前記コネクター４３５は、前記本体１２０に固定されるための締結ホール４３
５ｂが形成される固定板４３５ａと、該固定板４３５ａから突出されて前記加圧部材４３
６が支持される突条４３５ｃと、からなる。
【０１０８】
　また、前記加圧部材４３６は、両端４３６ｂが前記コネクター４３５の突条４３５ｃに
巻かれることにより前記コネクター４３５に固定される板状に形成され、前記レール４３
２の内側に向かって突出され、前記スライド部材４３７と線接触されるようにテーパ形状
に形成された一対の突出部４３６ａを有する。従って、前記加圧部材４３６は、該突出部
４３６ａが前記スライド部材４３７に常に接触された状態で前記レール４３２の移動によ
りスライドされ、前記スライド部材４３７を弾性的に変形させる。
【０１０９】
　以下、図３５ないし図３７に基づいて本発明に係る携帯端末機の第４実施形態のスライ
ド装置４３０の作用に対して説明する。
【０１１０】
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　図３５に図示されたように、前記本体１２０の前方側を開放または覆蓋する場合、使用
者が前記カバー１１０を前記本体１２０からスライド移動させる。この時、前記レール４
３２が停止した状態の前記ガイド部材４３４を基準に移動する。つまり、前記レール４３
２がずっと移動すると、前記ガイド部材４３４は、前記スライド部材４３７の傾斜面４３
７ｂを押しながら進行し、よって、前記スライド部材４３７は、前記レール４３２の内壁
とほとんど平行をなすように弾性的に変形される。
【０１１１】
　次いで、図３６及び図３７に図示されたように、前記ガイド部材４３４が前記スライド
部材４３７の折曲部４３７ａの位置を通過すると、弾性的に変形された前記スライド部材
４３７には、元来の形態に復帰しようとする弾性復元力が作用され、このような前記スラ
イド部材４３７の弾性復元力による反発力により前記レール４３２には前記カバー１１０
のスライド方向への力が作用されるため、前記レール４３２は、使用者の外力が作用され
ない状態で自らスライド移動される。
【０１１２】
　従って、使用者が前記カバー１１０を前記ガイド部材４３４が前記スライド部材４３７
の折曲部４３７ａと接触する位置まで移動させると、その位置以後からは前記カバー１１
０が前記本体１２０から自らスライド移動するようになり、前記本体１２０の前方側は開
放または覆蓋される。
【０１１３】
　このような本発明に係る携帯端末機の第４実施形態の効果は、前述の第１実施形態と実
質的に同様である。
【０１１４】
　以上のように、本発明の好ましい実施形態を用いて本発明を例示してきたが、本発明は
、この実施形態に限定して解釈されるべきものではない。本発明は、特許請求の範囲によ
ってのみその範囲が解釈されるべきであることが理解される。当業者は、本発明の具体的
な好ましい実施形態の記載から、本発明の記載および技術常識に基づいて等価な範囲を実
施することができることが理解される。本明細書において引用した特許、特許出願および
文献は、その内容自体が具体的に本明細書に記載されているのと同様にその内容が本明細
書に対する参考として援用されるべきであることが理解される。
【図面の簡単な説明】
【０１１５】
【図１】本発明に係る携帯端末機の第１実施形態を示した分解斜視図である。
【図２】図１の凹部の拡大縦断面図である。
【図３】図１のスライド装置を示した縦断面図である。
【図４】図１のスライド装置のレールを示した斜視図である。
【図５】図１のスライド装置のスライド部材を示した斜視図である。
【図６】図１のスライド装置のガイド部材を示した分解斜視図である。
【図７】図１のカバーが覆蓋された場合のスライド装置の動作状態を示した説明図である
。
【図８】図１のカバーがスライド中のスライド装置の動作状態を示した説明図である。
【図９】図１のカバーのスライド動作が終了されたときのスライド装置の動作状態を示し
た説明図である。
【図１０】本発明に係る携帯端末機の第２実施形態のスライド装置を示した平面図である
。
【図１１】図１０のスライド装置のレールを示した斜視図である。
【図１２】図１０のスライド装置のスライド部材を示した斜視図である。
【図１３】本発明に係る携帯端末機の第２実施形態のスライド装置のガイド部材を示した
分解斜視図である。
【図１４】本発明に係る携帯端末機の第２実施形態のスライド装置のガイド部材のスライ
ド動作以前の動作状態を示した説明図である。
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【図１５】本発明に係る携帯端末機の第２実施形態のスライド装置のガイド部材のスライ
ド動作中の動作状態を示した説明図である。
【図１６】図１０のレールの折曲部を通過する以前のスライド装置の動作状態を示した説
明図である。
【図１７】図１０のレールの折曲部を通過するときのスライド装置の作動状態を示した説
明図である。
【図１８】図１０のスライド動作終了時のスライド装置の作動状態を示した説明図である
。
【図１９】本発明に係る携帯端末機の第３実施携帯のスライド装置を示した平面図である
。
【図２０】図１９のスライド装置のレールを示した斜視図である。
【図２１】図１９のスライド装置のスライド部材を示した斜視図である。
【図２２】図１９のスライド装置のガイド部材を示した分解斜視図である。
【図２３】図１９のスライド装置の一部拡大して示した平面図である。
【図２４】図２３の凹部拡大図である。
【図２５】図１９のスライド装置の動作初期の状態を示した説明図である。
【図２６】図１９のスライド装置の上方向スライド動作中の動作状態を示した説明図であ
る。
【図２７】図１９のスライド装置の上方向スライド動作中の動作が終了した場合の説明図
である。
【図２８】図１９のスライド装置の下方向のスライド中の動作初期を示した説明図である
。
【図２９】図１９のスライド装置の下方向スライド中の動作中の状態を示した説明図であ
る。
【図３０】図２９のスライド装置の動作が終了した場合の動作状態を示した説明図である
。
【図３１】本発明に係る携帯端末機の第４実施形態のスライド装置を示した平面図である
。
【図３２】図３１のスライド装置のレールを示した斜視図である。
【図３３】本発明に係る携帯端末機の第４実施形態のスライド装置のスライド部材を示し
た斜視図である。
【図３４】図３３のスライド装置のガイド部材を示した分解斜視図である。
【図３５】図３３のスライド装置のスライド初期の動作状態を示した説明図である。
【図３６】図３３のスライド装置のスライド中の動作状態を示した説明図である。
【図３７】図３３のスライド装置のスライド終了時の動作状態を示した説明図である。
【図３８】従来の携帯端末機を示した斜視図である。
【図３９】従来の携帯端末機の本体が開放された状態を示した斜視図である。
【図４０】従来の携帯端末機を示した分解斜視図である。
【符号の説明】
【０１１６】
１１０：カバー
１２０：本体
１３０、２３０、３３０、４３０：スライド装置
１３２、２３２、３３２、４３２：レール
１３４、２３４、３３４、４３４：ガイド部材
１３７、２３４、３３７、４３７：スライド部材
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】

【 図 ４ 】

【 図 ５ 】

【 図 ６ 】

【 図 ７ 】
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【 図 ８ 】

【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】

【 図 １ １ 】

【 図 １ ２ 】 【 図 １ ３ 】
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【 図 １ ４ 】

【 図 １ ５ 】

【 図 １ ６ 】

【 図 １ ７ 】

【 図 １ ８ 】

【 図 １ ９ 】

【 図 ２ ０ 】

【 図 ２ １ 】
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【 図 ２ ２ 】

【 図 ２ ３ 】

【 図 ２ ４ 】

【 図 ２ ５ 】

【 図 ２ ６ 】

【 図 ２ ７ 】

【 図 ２ ８ 】

【 図 ２ ９ 】

【 図 ３ ０ 】
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【 図 ３ １ 】

【 図 ３ ２ 】

【 図 ３ ３ 】

【 図 ３ ４ 】

【 図 ３ ５ 】

【 図 ３ ６ 】

【 図 ３ ７ 】
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【 図 ３ ８ 】 【 図 ３ ９ 】

【 図 ４ ０ 】
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